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連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表

法令及び当社定款第14条の規定に基づき、「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」「株主資本等変動計
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(2025年４月１日から2026年３月31日まで)
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連結株主資本等変動計算書

( 自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日 )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,948 2,267 9,955 △20 16,150

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △555 △555
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,708 2,708

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 2 2 5
非支配株主との取引に係る親
会 社 の 持 分 変 動 △0 △0

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額）

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － 2 2,152 1 2,157

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 3,948 2,270 12,107 △18 18,307

連結株主資本等変動計算書
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連結株主資本等変動計算書

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計退職給付に係る

調 整 累 計 額
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 15 15 15 16,181

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △555
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,708

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 5
非支配株主との取引に係る親
会 社 の 持 分 変 動 △0

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額） △13 △13 1 △11

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △13 △13 1 2,145

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1 1 16 18,326
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連結注記表

連　結　注　記　表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（連結の範囲に関する事項）
　連結子会社の数18社………………………リソル㈱、リソルライフサポート㈱、リソル不動産㈱、リソルの森

㈱、大熱海国際ゴルフ㈱、瀬戸内ゴルフリゾート㈱、リソルシード
㈱、㈱福島グリーンシステム、㈱ジェージー久慈、益子ゴルフプロパ
ティーズ㈱、中京ゴルフ倶楽部㈱、木更津東カントリークラブ㈱、㈱
唐津ゴルフ倶楽部、リソル総合研究所㈱、関西カントリー㈱、㈱三木
よかわカントリー、MAG㈱、㈱入間カントリー俱楽部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前連結会計年度において連結子会社でありました南栃木ゴルフ倶楽部
㈱は2025年10月31日付で株式売却したため、連結の範囲から除い
ております。また、前連結会計年度において連結子会社でありました
石川太陽光第一合同会社、石川太陽光第二合同会社は2026年２月26
日付で会社清算したため、連結の範囲から除いております。

（連結子会社の事業年度等に関する事項）
　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

（会計方針に関する事項）
１．重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券
子会社株式……………………………移動平均法に基づく原価法によっております。
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの…………………………時価法。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）
市場価格のない株式等……………移動平均法に基づく原価法によっております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商
品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について
は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、貯蔵品…………………………主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
販売用不動産…………………………個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
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づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
主として定額法によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存
価額をゼロとする定額法によっております。
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．重要な引当金の計上基準
貸倒引当金………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額
のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金…………………………役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づ
き計上しております。

従業員特別補償引当金…………………アスベスト健康被害に係る元従業員（労災認定者）の補償金の支出に
備えるため過去の実績を基礎に負担額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりであります。
①ホテル運営事業、ゴルフ運営事業、リソルの森事業
　ホテル運営事業、ゴルフ運営事業においては、主にホテル、ゴルフ場の運営等を行っております。施設利用
に係る売上については顧客にサービスを提供した時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収
益を認識しております。リゾート会員権等に係る年会費については一定期間にわたって履行義務が充足される
ため、顧客との契約に係る取引価格を契約期間にわたり均等に収益を認識しております。

－ 4 －
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②ウェルビーイング事業
　ウェルビーイング事業においては、カフェテリア方式の福利厚生サービス等を提供しております。福利厚生
サービスについてはサービス提供の履行義務が、時の経過につれて充足されるため、顧客との契約に係る取引
価格を契約期間にわたり均等に収益を認識しております。

　当連結会計年度より、報告セグメントの名称を「福利厚生事業」から「ウェルビーイング事業」に変更して
おります。

③再生エネルギー事業
　再生エネルギー事業においては、顧客との契約により生じる収益として、売電事業を行っております。売電
事業については契約内容に応じた業務を提供することが履行義務であり、業務が行われた時点で当社の履行義
務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

５．重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法………………………特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によって

おります。
ヘッジ手段とヘッジ対象………………（ヘッジ手段）金利スワップ

（ヘッジ対象）借入金の支払利息
ヘッジ方針………………………………金利スワップは、借入金利等の将来の金利変動リスクを回避する目的

で行っております。
ヘッジ有効性評価の方法………………金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日における

有効性の評価を省略しております。

６．のれんの償却方法及び償却期間
のれんは20年で均等償却しております。

７．その他連結計算書類作成のための重要な事項
退職給付に係る負債の計上基準………退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異
は、それぞれの発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することと
しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

グループ通算制度の適用………………当社及び一部の連結子会社ではグループ通算制度を適用しておりま

－ 5 －
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す。

（会計方針の変更に関する注記）
該当事項はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「債務消却益」は、金額的重要性
が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「債務消却益」は６百万円であります。

（会計上の見積りに関する注記）
１．固定資産の減損処理
　当連結会計年度に有形固定資産及び無形固定資産30,788百万円を計上しております。
　有形固定資産及び無形固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて回収可能価額が帳簿
価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま
す。減損損失の認識及び測定に当たっての翌連結会計年度以降の営業損益の見積りや将来キャッシュ･フロー
の総額の見積りは過去の実績を踏まえ、将来の市場環境を反映した事業計画を基礎としております。しかしな
がら、事業計画や市場環境の変化により、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、減損損失
の計上額に影響を及ぼす可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
　当連結会計年度に繰延税金資産846百万円（繰延税金負債と相殺前の金額は1,014百万円）を計上しており
ます。
　当社グループは、グループ通算制度を適用しております。繰延税金資産の回収可能性の判断にあたっては、
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）における企業分類に従
い、将来の合理的な見積可能期間以内において、十分な一時差異等加減算前課税所得を生み出せるか等を考慮
し、将来減算一時差異の解消見込額及び繰越欠損金の控除見込額に基づき繰延税金資産を計上しております。

　当社グループでは、有利・不利に関わらず、入手可能なすべての情報に基づいて、この評価を実施しており
ます。課税所得の見積りは、過去の実績を踏まえ、将来の市場環境を反映した事業計画を基礎としておりま
す。しかしながら事業計画や市場環境の変化により、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場
合、現状の繰延税金資産の回収可能性の評価に影響を及ぼす可能性があります。

－ 6 －



2026/05/25 11:58:16 / 25302037_リソルホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

　流　動　資　産
　投資その他の資産

６百万円
75百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 20,369百万円

１．普通株式（自己株式を含む） 5,564,200株
２．自己株式 7,131株

（会計上の見積りの変更に関する注記）
　数理計算上の差異の費用処理方法
　退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異の費用処理年数は、従来、従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数として８年で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当連結
会計年度より費用処理年数を５年に変更しております。なお、当該変更による当連結会計年度の損益に与える
影響は軽微であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．貸倒引当金直接控除額

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３．販売用不動産
　所有目的の変更により販売用不動産から有形固定資産に1,039百万円、振替処理しております。

　所有目的の変更により有形固定資産から販売用不動産に3百万円、振替処理しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
　当連結会計年度末（2026年３月31日）における発行済株式の種類及び総数

（注１）自己株式の株式数の増加131株は、単元未満株式の買取によるものであります。
（注２）自己株式の株式数の減少1,026株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

によるものであります。
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決 　 　 議 株式の種類 配 当 金 の 総 額 配 当 の 原 資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 ５ 月 ８ 日
取 締 役 会 普 通 株 式 555百万円 利 益 剰 余 金 100.0円 2 0 2 5 年 ３月 3 1 日 2 0 2 5 年 ６ 月 3 0 日

決 　 　 議 株式の種類 配 当 金 の 総 額 配 当 の 原 資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 6 年 ５ 月 ７ 日
取 締 役 会 普 通 株 式 611百万円 利 益 剰 余 金 110.0円 2 0 2 6 年 ３月 3 1 日 2 0 2 6 年 ６ 月 2 9 日

３．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

－ 8 －
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連結貸借対照表計上額
( 百 万 円 ） 時価（百万円） 差額（百万円）

(１)　営業未収入金 2,083 2,083 －
(２)　差入保証金 3,469 2,702 △766
資 産 計 5,552 4,786 △766
(３)　営業未払金 (426) (426) －
(４)　短期借入金 (1,700) (1,700) －
(５)　未払法人税等 (204) (204) －
(６)　リース債務 (1,226) (1,162) △64
(７)　長期預り金 (544) (382) △161
(８)　預り保証金 (5,653) (4,366) △1,286
(９)　長期借入金 (10,493) (10,491) △1
（1年内返済予定の長期借入金含む）
(10)　長期未払金 (17) (17) △0
負 債 計 (20,266) (18,751) △1,514

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調
達しております。
　営業未収入金は顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとの月次の期日管
理や残高管理などの方法により管理しております。
　差入保証金は主に建物賃貸借契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されております。当該リ
スクについては、差し入れ先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減を図っております。
　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。
　預り保証金は、利用権を有する施設会員からの預り金及びホテル運営事業の建物賃貸借契約の契約上の地位
の継承に伴う預り金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。
　また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注
記を省略しております。

(注１)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(注２)（１）営業未収入金、（３）営業未払金、（４）短期借入金、（５）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

－ 9 －
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区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 2,702 － 2,702
資　　産　　計 － 2,702 － 2,702

リース債務
長期預り金
預り保証金
長期借入金
（1年内返済予定の長期借入金
含む）
長期未払金

－
－
－
－

－

1,162
382
4,366
10,491

17

－
－
－
－

－

1,162
382
4,366
10,491

17
　　負　　債　　計 － 16,420 － 16,420

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、
それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
連結会計年度（2026年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
差入保証金
　差入保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切
な指標を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期預り金及び預り保証金、長期未払金
　これらの時価は、将来キャッシュ・フローの残存期間を基に、割引現在価値法により算定しており、
レベル２の時価に分類しております。
リース債務及び長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 10 －
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

343百万円 270百万円

契約負債 当連結会計年度（百万円）
期首残高 704
期末残高 710

１株当たり純資産額 3,294円77銭
１株当たり当期純利益 487円40銭

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
連結子会社（リソル不動産株式会社）では、埼玉県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を
含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注）２．当連結会計年度の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額であります。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループは、ホテル運営事業、ゴルフ運営事業、リソルの森事業、ウェルビーイング事業、再生エネル
ギー事業及び投資再生事業を営んでおり、各事業の売上高はホテル運営事業が16,433百万円、ゴルフ運営事
業が8,551百万円、リソルの森事業が4,235百万円、ウェルビーイング事業が1,055百万円、再生エネルギー
事業が102百万円、投資再生事業が25百万円であります。
このうち、顧客との契約から生じる収益は、ホテル運営事業、ゴルフ運営事業、リソルの森事業、ウェルビ
ーイング事業、再生エネルギー事業、投資再生事業の売上であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表（会計方針に関する事項）の
（４.収益及び費用の計上基準）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
顧客との契約から生じた契約負債残高は以下のとおりであります。

（１株当たりの情報に関する注記）

－ 11 －
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 12 －
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株主資本等変動計算書

( 自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日 )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 そ の 他 資 本

剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 3,948 1,759 601 2,361 3,541 △20 9,830

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △555 △555

当 期 純 利 益 602 602

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 2 2 2 5
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 2 2 47 1 51

当 期 末 残 高 3,948 1,759 604 2,364 3,588 △18 9,881

株主資本等変動計算書

－ 13 －
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株主資本等変動計算書

純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 9,830

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △555

当 期 純 利 益 602

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 5
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 51

当 期 末 残 高 9,881

－ 14 －
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個　別　注　記　表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……………………………移動平均法に基づく原価法によっております。
その他有価証券

市場価格のない株式等……………移動平均法に基づく原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商
品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について
は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品……………………………………主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法

主として定額法によっております。
４．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

５．リース資産の減価償却の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価
額をゼロとする定額法によっております。
なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リ
ース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．引当金の計上基準
貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額
のうち当事業年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金………………………役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計
上しております。

退職給付引当金………………………退職給付に係る債務は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、
それぞれの発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５
年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしており
ます。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

従業員特別補償引当金………………アスベスト健康被害に係る元従業員（労災認定者）の補償金の支出に
備えるため過去の実績を基礎に負担額を計上しております。

－ 15 －
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流動資産 ６百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,697百万円

リソルの森㈱ 141百万円

７．収益及び費用の計上基準
持株会社である当社における顧客との契約により生じる収益は、主に子会社からの経営管理料及び受取配当
金であります。このうち、経営管理料は、子会社への契約内容に応じた業務を提供することが履行義務であ
り、業務が行われた時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。受
取配当金は、配当金の効力発生日をもって収益を認識しております。

８．ヘッジ会計の処理
ヘッジ会計の方法……………………特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によって

おります。
ヘッジ手段とヘッジ対象……………（ヘッジ手段）金利スワップ

（ヘッジ対象）借入金の支払利息
ヘッジ方針……………………………金利スワップは、借入金利等の将来の金利変動リスクを回避する目的

で行っております。
ヘッジ有効性評価の方法……………金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日における

有効性の評価を省略しております。
９．グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

（会計方針の変更に関する注記）
　　該当事項はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
　該当事項はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
　会計上の見積りに関する注記は、「連結注記表　会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載してい
るため、記載を省略しております。

（会計上の見積りの変更に関する注記）
　数理計算上の差異の費用処理方法
　退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異の費用処理年数は、従来、従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数として８年で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当会
計年度より費用処理年数を５年に変更しております。なお、当該変更による当会計年度の損益に与える影響
は軽微であります。

（貸借対照表に関する注記）
１．貸倒引当金直接控除額

３．保証債務等
以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

－ 16 －
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金 銭 債 権 短 期 10,007百万円 長 期 346百万円
金 銭 債 務 短 期 10,006百万円 長 期 －百万円

売上高 5,720百万円
仕入高等 389百万円

受取利息 158百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 8,026株 131株 1,026株 7,131株

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（損益計算書に関する注記）
　関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業取引以外の取引による取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注1）自己株式の株式数の増加131株は、単元未満株式の買取によるものであります。
（注2）自己株式の株式数の減少1,026株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものでありま

す。

－ 17 －
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退職給付引当金繰入額 44百万円
賞与引当金繰入額 34百万円
従業員特別補償引当金繰入額 14百万円
貸倒引当金繰入超過額 2百万円
会員権評価損否認 21百万円
借地権評価損否認 49百万円
子会社株式評価損否認 179百万円
資産除去債務 52百万円
譲渡損益調整勘定 7百万円
繰越欠損金 732百万円
その他 32百万円
繰延税金資産　小計 1,171百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △332百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △439百万円

　　繰延税金資産　合計 400百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △10百万円
　　繰延税金負債　合計 △10百万円
　　繰延税金資産　純額 389百万円

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産の主な原因別の内訳
　　繰延税金資産

　　繰延税金負債

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社はグループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開
示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処
理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　該当事項はありません。

－ 18 －



2026/05/25 11:58:16 / 25302037_リソルホールディングス株式会社_招集通知

個別注記表

種 類 会社等の名称 所在地 資本金
(百万円)

事 業 の
内 容

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 リソル㈱ 千葉県
茂原市 100

ホテル運
営事業及
びゴルフ
運営事業

（所有）
直接 95.0
間接 　4.9

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

子会社への貸
付 － 短期貸付金 1,435

子会社への貸
付 － 長期貸付金 3,190

子会社からの
貸付返済 1,174 － －

運営に係る資
金移動 1,507 前 渡 金 7,999

ホテル施設
の運営受託
役員の兼任

ホテル運営管
理に係る資金
移動

67 前 渡 金 137

ホテル運営管
理に係る資金
移動

4,045 預 り 金 5,413

子会社からの
賃貸料収入 4,145 － －

ゴルフ場運
営事業等の
事業協力
役員の兼任

ゴルフ場運営
管理に係る資
金移動

314 前 渡 金 461

ゴルフ場運営
管理に係る資
金移動

207 預 り 金 523

子会社
リソルライ
フサポート
㈱

東京都
新宿区 100

ウェルビ
ーイング
事業

（所有）
直接 100.0

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

運営に係る資
金移動 60 預 り 金 860

子会社 リソルの森
㈱

千葉県
長生郡 100 リソルの

森事業
（所有）

直接 100.0

宿泊施設及
びゴルフ場
運営事業等
の事業協力
役員の兼任

子会社への貸
付 － 短期貸付金 932

子会社への貸
付 － 長期貸付金 3,310

借入金等に係
る債務保証
（注2）

141 － －

子会社 リソルシー
ド㈱

千葉県
茂原市 90

ゴルフ場
の施設及
びコース
管理事業

（所有）
間接 99.9

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

運営に係る資
金移動 8 預 り 金 809

子会社 南栃木ゴル
フ倶楽部㈱

東京都
新宿区 87 ゴルフ運

営事業
（所有）
間接 99.9

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

ゴルフ場運営
管理に係る資
金移動

352 前 渡 金 －

子会社
益子ゴルフ
プロパティ
ーズ㈱

東京都
新宿区 100 ゴルフ運

営事業
（所有）
間接 99.9

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

ゴルフ場運営
管理に係る資
金移動

32 預 り 金 369

子会社 中京ゴルフ
倶楽部㈱

愛知県
豊田市 100 ゴルフ運

営事業
（所有）
間接 99.9

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

ゴルフ場運営
管理に係る資
金移動

57 預 り 金 336

（関連当事者との取引に関する注記）　子会社及び関連会社等

－ 19 －
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個別注記表

種 類 会社等の名称 所在地 資本金
(百万円)

事 業 の
内 容

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱唐津ゴル
フ倶楽部

東京都
新宿区 1 ゴルフ運

営事業
（所有）
間接 99.9

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

ゴルフ場運営
管理に係る資
金移動

13 預 り 金 13

子会社 リソル総合
研究所㈱

千葉県
長生郡 70

ホテル運
営事業及
びリソル
の森事業
及び再生
エネルギ
ー事業

（所有）
直接 98.0

太陽光設備
等の建設・
運営・管理
受託
役員の兼任

子会社への貸
付 － 長期貸付金 829

子会社 関西カント
リー㈱

東京都
新宿区 50 ゴルフ運

営事業
（所有）
間接 99.9

運営事業等
の事業協力
役員の兼任

ゴルフ場運営
管理に係る資
金移動

849 預 り 金 535

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
①　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
②　運営及び運営管理に係わる資金移動の取引金額については、取引が反復的に行われているため、当

事業年度における純増減額を記載しております。
③　運営施設の賃貸の取引条件は、当事者間の合意に基づいて、適切に決定しております。
④　ゴルフ場運営管理の委託及び受託の取引条件は、当事者間の合意に基づいて、適切に決定しており

ます。
２．金融機関からの借入に対して債務保証を行っているものであります。
３．増資の引受は、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。
４．南栃木ゴルフ倶楽部㈱は、2025年10月31日に保有する全株式を売却したことにより、関連当事者

に該当しなくなっております。また、2025年９月30日をみなし売却日とし、同日を連結除外日とし
ております。このため、当期首から2025年９月30日までの取引金額を記載しております。

－ 20 －
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個別注記表

　１株当たり純資産額 1,778円26銭
　１株当たり当期純利益 108円48銭

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表（重要な会計方針に係る事項
に関する注記）の（７.収益及び費用の計上基準）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。

（１株当たりの情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　（子会社の増資）

当社は、2026年４月16日開催の取締役会決議に基づき、2026年４月24日付で当社の連結子会社であるリ
ソルの森株式会社に対する増資払込を完了しました。

　（１）増資の目的
　　　　当該連結子会社の経営改善および財務基盤強化に資することを目的としています。

　（２）対象会社の概要
　　　　名称　　　　　　リソルの森株式会社
　　　　所在地　　　　　千葉県長生郡長柄町
　　　　事業内容　　　　ゴルフ場およびリゾート施設の運営
　　　　資本金　　　　　100百万円（増資前）
　　　　出資比率　　　　100.0%（増資前）

　（３）増資の概要
　　　　発行株式数　　　50,000株
　　　　払込金額　　　　2,500百万円（１株当たり50,000円）
　　　　増資後資本金　　1,350百万円
　　　　払込日　　　　　2026年４月24日
　　　　増資後出資比率　100.0%

（その他の注記）
　記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 21 －


